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令 和 ５ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和５年度本庄市下水道事業会計予算 　

　（総則）

第１条　令和５年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

 （１） 公共下水道事業

　　　水洗化戸数 ２０，３７１ 戸　  

　　　年間有収水量 ５，４９０，０００ ㎥    

　　　一日平均有収水量 １５，０００ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ７，７５３ ｍ　  

 （２） 農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８２４ 戸　  

　　　年間処理水量 １８３，０００ ㎥    

　　　一日平均処理水量 ５００ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 １２，７６９ 千円　　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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　第１款　公共下水道事業収益 １，９３６，３５７ 千円  

　　第１項　営業収益 ８８４，９７０ 千円  

　　第２項　営業外収益 １，０５１，３８７ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 １８９，７１４ 千円  

　　第１項　営業収益 ２８，６８７ 千円  

　　第２項　営業外収益 １６１，０２７ 千円  

　収益的収入合計　 ２，１２６，０７１ 千円  

　第１款　公共下水道事業費用 １，８６８，７０４ 千円  

　　第１項　営業費用 １，７６４，１５２ 千円  

　　第２項　営業外費用 １０３，２０２ 千円  

　　第３項　特別損失 ８５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 １８１，８７０ 千円  

　　第１項　営業費用 １６８，２２２ 千円  

　　第２項　営業外費用 １２，８４８ 千円  

　　第３項　特別損失 ３００ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 ２，０５０，５７４ 千円  

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ４０９，

　６４０ 千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３７，６４９ 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

支　　　　　　　　　　 出

収　　　　　　　　　　 入
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　的収支調整額 ２０，４６３ 千円、過年度分損益勘定留保資金 ４８，２１９ 千円、当年度分損益勘定留保資金 ２３８，

　１８２ 千円、当年度分利益剰余金 ５，１０５ 千円及び減債積立金取崩額 ６０，０２２ 千円で補てんするものとする。

　第１款　公共下水道事業資本的収入 １，６５０，７８２ 千円  

　　第１項　企業債 １，００４，７００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ７９，２８８ 千円  

　　第３項　他会計補助金 １３，１８６ 千円  

　　第４項　国庫補助金 ４８１，９００ 千円  

　　第５項　負担金等 ７０，７０８ 千円  

　　第６項　預託金回収金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ４０，１２３ 千円  

　　第１項　企業債 ２，０００ 千円  

　　第２項　他会計補助金 ３４，５８３ 千円  

　　第３項　負担金等 ２，９４０ 千円  

　　第４項　預託金回収金 ６００ 千円  

　資本的収入合計　 １，６９０，９０５ 千円  

　第１款　公共下水道事業資本的支出 ２，０２０，６８６ 千円  

　　第１項　建設改良費 １，６３３，８２５ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 ９３５ 千円  

　　第３項　企業債償還金 ３８４，９２６ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 １，０００ 千円  

収　　　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　　 出

）。
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　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ７９，８５９ 千円  

　　第１項　建設改良費 １９，０９６ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ６０，１６２ 千円  

　　第３項　基金積立金 １ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 ６００ 千円  

　資本的支出合計　 ２，１００，５４５ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

計 １，００６，７００ 千円

 公共下水道事業
 （特別措置分）

１８，９００ 千円

 利根川右岸
 流域下水道事業

４８，２００ 千円

 農業集落排水事業

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和５年度分）

 令和５年度から令和９年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額

 本庄市公共下水道雨水事業全体計画
 見直し外業務委託(下町・栗崎地区)

令和６年度 ３，０００　千円　

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償還の方法

 公共下水道事業 ９３７，６００ 千円 政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。ただし、企業財政
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借り換えす
ることができる。２，０００ 千円

普通貸借
又　　は
証券発行
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費 １０５，１３５ 千円  

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０２，２７９ 千円である。

　　令和 ５年 ２月２４日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ５ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,936,357

 1 営業収益 884,970

 1 下水道使用料 818,350

 2 雨水処理負担金 66,213

 3 その他営業収益 407

 2 営業外収益 1,051,387

 1 受取利息及び配当金 5

 2 他会計補助金 46

 3 他会計負担金 320,725

 4 国庫補助金 51,300

 5 長期前受金戻入 679,299

 6
消費税及び地方消費税
還付金

1

 7 雑収益 11

令和５年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 189,714

 1 営業収益 28,687

 1 農業集落排水使用料 28,519

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 161,027

 1 受取利息及び配当金 1

 2 他会計補助金 54,464

 3 他会計負担金 52,320

 4 長期前受金戻入 54,242

2,126,071収益的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,868,704

 1 営業費用 1,764,152

 1 管渠費 227,817

 2
流域下水道維持管理負
担金

455,670

 3 普及促進費 252

 4 業務費 24,369

 5 総係費 88,349

 6 減価償却費 965,695

 7 資産減耗費 2,000

 2 営業外費用 103,202

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

103,182

 2 雑支出 20

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 181,870

 1 営業費用 168,222

 1 管渠費 11,202

 2 処理場費 54,342

 3 業務費 861

 4 総係費 15,150

 5 減価償却費 85,167

 6 資産減耗費 1,500

 2 営業外費用 12,848

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

10,828

 2 消費税及び地方消費税 2,000

 3 雑支出 20

 3 特別損失 300

 1 過年度損益修正損 300

 4 予備費 500

 1 予備費 500

2,050,574収益的支出合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

1,650,782

 1 企業債 1,004,700

 1 建設改良債 956,500

 2 流域下水道事業債 48,200

 2 他会計負担金 79,288

 1 他会計負担金 79,288

 3 他会計補助金 13,186

 1 企業債元金償還補助金 5,816

 2 その他他会計補助金 7,370

 4 国庫補助金 481,900

 1 国庫補助金 481,900

 5 負担金等 70,708

 1 受益者負担金 42,358

 2 工事負担金 28,350

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考

-11-



          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

40,123

 1 企業債 2,000

 1 建設改良債 2,000

 2 他会計補助金 34,583

 1 企業債元金償還補助金 34,583

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,690,905資本的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

2,020,686

 1 建設改良費 1,633,825

 1 管路建設改良費 1,585,539

 2 流域下水道建設負担金 48,286

 2 固定資産購入費 935

 1 有形固定資産購入費 935

 3 企業債償還金 384,926

 1 建設企業債元金償還金 328,855

 2
流域下水道事業債元金
償還金

56,071

 4 融資あっせん預託金 1,000

 1 融資あっせん預託金 1,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

79,859

 1 建設改良費 19,096

 1 管路建設改良費 6,327

 2 処理場建設改良費 12,769

 2 企業債償還金 60,162

 1 建設企業債元金償還金 56,642

 2
その他の企業債元金償
還金

3,520

 3 基金積立金 1

 1 基金積立金 1

 4 融資あっせん預託金 600

 1 融資あっせん預託金 600

2,100,545資本的支出合計

（単位：千円）

備    考
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 55,280,000

　　減価償却費 1,050,862,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,500,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,042,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 246,000

　　長期前受金戻入額 △ 733,541,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 6,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 114,010,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 10,800,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 172,308,000

　　小計 308,285,000

　　利息及び配当金の受取額 6,000

　　利息の支払額 △ 114,010,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 194,281,000

令和５年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和5年4月1日 から 令和6年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,234,093,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 48,286,000

　　基金の積立による支出 △ 1,000

　　国庫補助金等による収入 481,900,000

　　受益者負担金等による収入 72,234,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 127,057,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 56,920,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 658,109,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,006,700,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 445,088,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 561,612,000

 

　資金増加額（又は減少額） 97,784,000

　資金期首残高 859,052,358

　資金期末残高 956,836,358
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1　総括

本
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 224 33,592 21,782 55,598

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

合　　　　計 15

11,614 67,212

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,688 10,365 31,053 6,870 37,923

12

65,002

54,280 32,147 86,651 18,484 105,135（ ） 22412

37,624

合　　　　計 15 （ ） 242 53,304

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,308

30,614 84,160 18,466 102,626

前
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 242

10,254 30,562 7,062

32,996 20,360 53,598 11,40413

13

比

較

596 1,422 2,000

976 1,533 2,491 18 2,509

380 111 491 △ 192 2990 （ ）

損益勘定支弁職員 0 ( ) △ 18 210 2,210

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

資本勘定支弁職員

本 年 度 1,950 1,728 1,326

合　　　　計 0 ( ) △ 18

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当

4,578 36

36

802 11,851 9,876

864 11,586 9,242

△ 1

△ 1

前 年 度 1,632 1,728 948

期末手当 勤勉手当

比 較 318 0 378 △ 62

4,578

0265 634 0
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 224 33,592 21,782

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

12

12

65,002

54,280 32,147 86,651 18,484 105,135

55,598

合　　　　計 15 （ ） 224

11,614 67,212

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,688 10,365 31,053 6,870 37,923

37,624

合　　　　計 15 （ ） 242 53,304

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,308

30,614 84,160 18,466 102,626

前
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 242

10,254 30,562 7,062

32,996 20,360 53,598 11,40413

13

0 （ ）

損益勘定支弁職員 0 ( ) △ 18 210 2,210596 1,422 2,000

資本勘定支弁職員

△ 18

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当

比

較
976 1,533 2,491 18 2,509

380 111 491 △ 192 299

4,578 36

36

勤勉手当

802 11,851 9,876

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

864 11,586 9,242

△ 1

△ 1

前 年 度 1,632 1,728 948

本 年 度 1,950 1,728 1,326

合　　　　計 0 ( )

比 較 318 0 378 △ 62

4,578

0265 634 0
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2  給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

976 給 与 改 定 に 172  給与の平均改定率（前年度）     0.30％

伴 う 増 減 分  給与改定の実施時期      令和4年4月1日

昇 給 に 伴 う 237  平均昇給率　　　　　　　    　 1.79％

増　　加　　分  昇給日　　　　　　　　　　　　 1月1日

そ　の　他　の 567  職員の異動等に伴う増減 予算計上時における職員数

増　　減　　分 　本年度    15人 （   ）人

 　前年度    15人 （   ）人

　増  減 　　0人 （   ）人

1,533 制 度 改 正 に 548  期末手当                 35

伴 う 増 減 分  勤勉手当                513

そ　の　他　の 985  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

 

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 299,363                 

令和5年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 339,518                 

  平   均   年   齢（歳） 39.1                    

   平 均 給 料 月 額（円） 293,530                 

令和4年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 326,977                 

  平   均   年   齢（歳） 38.0                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 158,900                 174,791                 185,520                 

短  大  卒 172,600                 

大  学  卒 191,700                 210,872                 222,240                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

※初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和5年1月1日現在 4  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　8　  (   )   53  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15  (   )　100　 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和4年1月1日現在 4  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　7　  (   )   47  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15　  (   )　100　　 計  (   ) 　 　  (   )  　

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

( )内は再任用短時間勤務職員　（外書き）

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 15                15                

本 （人） 15                15                

　1号給 （人）

　2号給 （人） 1                 1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9                 9                 

  5号給 （人） 4                 4                 

度   6号給 （人） 1                 1                 

（％） 100               100               

（人） 15                15                

前 （人） 15                15                

　1号給 （人）

  2号給 （人）

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10                10                

　5号給 （人） 4                 4                 

度   6号給 （人） 1                 1                 

（％） 100               100               

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

-22-



（5） 期末手当・勤勉手当

支給率計

（月分）

(2.30)

4.40

(2.25)

4.30

(2.30)

4.40

( )内は再任用職員の支給率

（6） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度 そ の 他 の

（月分） 加 算 措 置 等

 
支  給  率  等 47.709

（2%～45%加算）

（1%～45%加算）

 （支給率等は令和5年1月1日現在）

（7） その他の手当

備  考

備   考

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有

有

通　　勤　　手　　当

区       　 分
支   給   期   別   支   給   率

6月（月分） 12月（月分）

本 年 度
(1.15) (1.15)

2.20 2.20

前 年 度
(1.125) (1.125)

2.15 2.15

（月分） （月分） （月分）

国 の 制 度
(1.15) (1.15)

有
2.20 2.20

区       　 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

 定年前早期退職
 特別措置24.586875 33.27075 47.709

住　　居　　手　　当

47.709
 定年前早期退職
 特別措置

区　　　    　　　分

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709

扶　　養　　手　　当

国の制度との異同

異　な　る

異　な　る

同　 　 じ

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

　給料表の級にかかわらず、配偶者6,500円、子10,000円、父母等6,500円支給

　持家について、3,500円支給
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（令和5年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 本庄市公共下水道雨水事業全
 体計画見直し外業務委託
（下町・栗崎地区）

            3,000 ― ― 令和6年度         3,000         3,000

 水洗便所改造資金融資あっせ
 んに対する損失補償
（令和5年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

― ―
令和5年度から
令和9年度まで

限度額に同じ

（過年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせ
 んに対する損失補償
（令和4年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

― ―
令和5年度から
令和8年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

左 の 財 源 内 訳

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 437,094,777

      　建物減価償却累計額 △ 60,666,366 376,428,411

     ハ 構築物 32,048,033,004

      　構築物減価償却累計額 △ 6,222,945,098 25,825,087,906

     ニ 機械及び装置 332,952,688

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 103,516,598 229,436,090

     ホ 車両運搬具 1,751,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 742,350 1,009,649

     ヘ 工具、器具及び備品 1,870,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 921,927 948,513

     ト 建設仮勘定 120,490,375

        有形固定資産合計 26,671,235,106

令和５年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和6年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,434,991,818

     ロ その他無形固定資産 684,000

        無形固定資産合計 2,435,675,818

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,927,865

        投資その他資産合計 40,266,865

        固定資産合計 29,147,177,789

2 流動資産

 (1) 現金預金 956,836,358

 (2) 未収金 134,245,000

     貸倒引当金 △ 4,899,059 129,345,941

        流動資産合計 1,086,182,299

        資産合計 30,233,360,088

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,079,329,771

     ロ その他の企業債 3,520,000

負     債     の     部
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        企業債合計 10,082,849,771

        固定負債合計 10,082,849,771

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 431,853,883

     ロ その他の企業債 3,520,000

        企業債合計 435,373,883

 (2) 未払金 430,008,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,992,000

        引当金合計 8,992,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 874,813,883

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 23,851,603,689

     長期前受金収益化累計額 △ 5,878,219,079 17,973,384,610

        繰延収益合計 17,973,384,610

        負債合計 28,931,048,264
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     二 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 252,045,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 217,931,814

        利益剰余金合計 499,977,636

        剰余金合計 577,082,438

        資本合計 1,302,311,824

        負債資本合計 30,233,360,088

資     本     の     部
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令和５年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具            ４年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和５年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，６７８千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金５５５千円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は６，５５３，７７２千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

810,554 

1,699,885 

26,094 

162,119 

836,648 

1,862,004 

営業損益 
経常損益 

△889,331 

48,285 

△136,025 

9,041 

△1,025,356 

57,326 

セグメント資産 27,547,249 2,686,111 30,233,360 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

26,375,205 

9,649,840 

16,305,616 

419,749 

2,555,843 

868,384 

1,667,768 

19,691 

28,931,048 

10,518,224 

17,973,384 

439,440 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

452,766 

965,695 

538,092 

 

141,367 

85,167 

△69,307 

 

594,133 

1,050,862 

468,785 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 使用料 753,475,000

 (2) 雨水処理負担金 64,436,000

 (3) その他営業収益 480,000 818,391,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 132,585,000

 (2) 処理場費 44,541,000

 (3) 流域下水道維持管理負担金 413,114,000

 (4) 普及促進費 307,000

 (5) 業務費 20,486,000

 (6) 総係費 85,397,000

 (7) 減価償却費 1,018,512,000

 (8) 資産減耗費 47,399,000 1,762,341,000

     営業損失 943,950,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 6,000

 (2) 他会計補助金 88,891,000

 (3) 他会計負担金 382,159,000

令和４年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（ 令和4年4月1日 から  令和5年3月31日 まで ）
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 (4) 国庫補助金 5,300,000

 (5) 長期前受金戻入 704,621,000

 (6) 雑収益 11,000 1,180,988,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 108,335,000

 (2) 雑支出 12,657,000 120,992,000 1,059,996,000

     経常利益 116,046,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,093,000 1,093,000

6 予備費

 (1) 予備費 1,000,000 1,000,000 △ 2,093,000

     当年度純利益 113,953,000

     前年度繰越利益剰余金 158,084,325

     その他未処分利益剰余金変動額 △ 169,407,511

     当年度未処分利益剰余金 102,629,814
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 437,094,777

      　建物減価償却累計額 △ 47,050,366 390,044,411

     ハ 構築物 30,567,369,027

      　構築物減価償却累計額 △ 5,414,915,098 25,152,453,929

     ニ 機械及び装置 314,290,144

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 80,464,598 233,825,546

     ホ 車両運搬具 1,751,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 511,350 1,240,649

     ヘ 工具、器具及び備品 1,020,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 630,927 389,513

     ト 建設仮勘定 149,305,896

        有形固定資産合計 26,045,094,106

令和４年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（ 令和5年3月31日 )

資     産     の     部
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,591,663,818

     ロ その他無形固定資産 1,368,000

        無形固定資産合計 2,593,031,818

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,926,865

        投資その他資産合計 40,265,865

        固定資産合計 28,678,391,789

2 流動資産

 (1) 現金預金 859,052,358

 (2) 未収金 122,031,000

     貸倒引当金 △ 3,857,059 118,173,941

        流動資産合計 977,226,299

        資産合計 29,655,618,088

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,508,058,556

     ロ その他の企業債 3,520,000

負     債     の     部
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        企業債合計 9,511,578,556

        固定負債合計 9,511,578,556

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 441,513,098

     ロ その他の企業債 3,520,000

        企業債合計 445,033,098

 (2) 未払金 361,675,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,678,000

        引当金合計 8,678,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 815,826,098

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 23,225,859,689

     長期前受金収益化累計額 △ 5,144,678,079 18,081,181,610

        繰延収益合計 18,081,181,610

        負債合計 28,408,586,264
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     二 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 312,067,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 102,629,814

        利益剰余金合計 444,697,636

        剰余金合計 521,802,438

        資本合計 1,247,031,824

        負債資本合計 29,655,618,088

資     本     の     部
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令和４年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和４年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金９，０８２千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金６００千円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は６，５１５，３８７千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日）              （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

792,223 

1,554,500 

26,168 

207,841 

818,391 

1,762,341 

営業損益 
経常損益 

△762,277 

117,486 

△181,673 

△1,440 

△943,950 

116,046 

セグメント資産 26,859,474 2,796,144 29,655,618 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,778,670 

9,030,065 

16,394,782 

353,823 

2,629,916 

926,546 

1,686,400 

16,970 

28,408,586 

9,956,611 

18,081,182 

370,793 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

474,090 

931,668 

581,760 

 

167,354 

86,844 

△83,607 

 

641,444 

1,018,512 

498,153 
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,936,357

 1 営業収益 884,970

 1 下水道使用料 818,350

 1 下水道使用料 818,350

 2 雨水処理負担金 66,213

 1 雨水処理負担金 66,213 一般会計負担金

 3 その他営業収益 407

 1 手数料 173

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 20 図面等複写実費

 5 会費等負担金 205

 2 営業外収益 1,051,387

 1
受取利息及び配当
金

5

 1 預金利息 5

目 節 金額 備        考

児玉工業団地下水道維持管理負担金

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料

令和５年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項
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(単位：千円)

 2 他会計補助金 46

 1 他会計補助金 46 一般会計補助金

 3 他会計負担金 320,725

 1 他会計負担金 320,725 一般会計負担金

 4 国庫補助金 51,300

 1 国庫補助金 51,300

 5 長期前受金戻入 679,299

 1 長期前受金戻入 679,299

 6
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

 7 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

節 金額 備        考

消費税及び地方消費税還付加算金

款 項 目
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

189,714

 1 営業収益 28,687

 1
農業集落排水使用
料

28,519

 1 農業集落排水使用料 28,519

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1

 4 雑収益 167

 2 営業外収益 161,027

 1
受取利息及び配当
金

1

 2 基金利息 1

 2 他会計補助金 54,464

 1 他会計補助金 54,464 一般会計補助金

 3 他会計負担金 52,320

 1 他会計負担金 52,320 一般会計負担金

 4 長期前受金戻入 54,242

 1 長期前受金戻入 54,242

2,126,071収益的収入合計

款 項 目 節 金額 備        考
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,868,704

 1 営業費用 1,764,152

 1 管渠費 227,817

10 備消品費 54

12 光熱水費 2,086 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 360

15 委託料 91,739
管渠調査業務委託
人孔調査業務委託他

16 賃借料 234 土地賃借料他

19 会費等負担金 500

23 工事請負費 126,541
管路施設耐震工事
人孔蓋更新工事他

24 路面復旧費 5,280

30 材料費 110

51 手数料 913

 2
流域下水道維持管
理負担金

455,670

43

流域下水道維持管理
負担金

455,670

金額 備        考

土木積算システム利用負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 3 普及促進費 252

10 備消品費 67

13 印刷製本費 176

20 修繕費 9

 4 業務費 24,369

10 備消品費 1,060

15 委託料 165

19 会費等負担金 23,119

20 修繕費 25

 5 総係費 88,349

 1 給料 26,652 総係関係職員7人分

 2 手当 14,508

 3 賞与等引当金繰入額 4,467

 5 法定福利費 8,381

 7 旅費 103

金額 備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

10 備消品費 615

11 燃料費 171

13 印刷製本費 132

14 通信運搬費 402

15 委託料 15,014

19 会費等負担金 15,371

20 修繕費 150

26 保険料 221

32 報酬 224 下水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 1,547

51 手数料 371 ＥＢ手数料他

78 使用料 20 有料高速道路通行料

 6 減価償却費 965,695

36

有形固定資産減価償
却費

760,053

37

無形固定資産減価償
却費

205,642

目 節 金額 備        考

本庄市公共下水道雨水事業全体計画見直し外
業務委託（下町・栗崎地区）他

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

款 項
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(単位：千円)

 7 資産減耗費 2,000

38 固定資産除却費 2,000

 2 営業外費用 103,202

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

103,182

40 企業債利息 103,182

 2 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

53 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

目 節 金額 備        考

財政融資資金28件
地方公共団体金融機構資金92件
銀行等引受資金5件

過年度過誤納還付金及び還付加算金

款 項
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

181,870

 1 営業費用 168,222

 1 管渠費 11,202

14 通信運搬費 316

15 委託料 3,976

16 賃借料 149

23 工事請負費 5,640 人孔等改修工事

25 動力費 1,121 中継ポンプ場電気料金

 2 処理場費 54,342

12 光熱水費 59 処理場水道料金

14 通信運搬費 98

15 委託料 30,897

19 会費等負担金 100

20 修繕費 7,886 処理場機械設備修繕費

23 工事請負費 1,500 処理場改修工事

節 金額 備        考

処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

中継ポンプ場維持管理業務委託他

土木積算システム利用負担金

款 項 目
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(単位：千円)

25 動力費 13,649 処理場電気料金

51 手数料 153

 3 業務費 861

19 会費等負担金 861

 4 総係費 15,150

 1 給料 6,940 総係関係職員2人分

 2 手当 2,964

 3 賞与等引当金繰入額 1,139

 5 法定福利費 2,183

 7 旅費 33

10 備消品費 44

14 通信運搬費 5

19 会費等負担金 1,643

26 保険料 87

47 貸倒引当金繰入額 50

目 節 金額 備        考

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項
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(単位：千円)

51 手数料 62

 5 減価償却費 85,167

36

有形固定資産減価償
却費

85,167

 6 資産減耗費 1,500

38 固定資産除却費 1,500

 2 営業外費用 12,848

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

10,828

40 企業債利息 10,828

 2
消費税及び地方消
費税

2,000

46

消費税及び地方消費
税

2,000

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 300

 1 過年度損益修正損 300

53 過年度損益修正損 300 過年度過誤納還付金

節 金額 備        考

財政融資資金14件
地方公共団体金融機構資金28件
銀行等引受資金1件

款 項 目
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(単位：千円)

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

2,050,574

金額 備        考

収益的支出合計

款 項 目 節
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

1,650,782

 1 企業債 1,004,700

 1 建設改良債 956,500

 1 建設改良債 956,500

 2 流域下水道事業債 48,200

 1 流域下水道事業債 48,200

 2 他会計負担金 79,288

 1 他会計負担金 79,288

 1 他会計負担金 79,288 一般会計負担金

 3 他会計補助金 13,186

 1
企業債元金償還補
助金

5,816

 1

企業債元金償還補助
金

5,816 一般会計補助金

 2
その他他会計補助
金

7,370

 1 その他他会計補助金 7,370 一般会計補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 4 国庫補助金 481,900

 1 国庫補助金 481,900

 1 国庫補助金 481,900

 5 負担金等 70,708

 1 受益者負担金 42,358

 1 受益者負担金 42,358

 2 工事負担金 28,350

 2 その他工事負担金 28,350

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

40,123

 1 企業債 2,000

 1 建設改良債 2,000

 1 建設改良債 2,000

 2 他会計補助金 34,583

 1
企業債元金償還補
助金

34,583

 1

企業債元金償還補助
金

34,583 一般会計補助金

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,690,905

節 金額 備        考

資本的収入合計

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

2,020,686

 1 建設改良費 1,633,825

 1 管路建設改良費 1,585,539

 1 給料 20,688 管路建設改良関係職員6人分

 2 手当 10,365

 5 法定福利費 6,870

 7 旅費 54

10 備消品費 472

15 委託料 70,347

16 賃借料 250 臨時駐車場用地賃借料

19 会費等負担金 105,632

23 工事請負費 1,364,529
公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他

31 補償費 1,000 物件補償料

35 報償費 2,897 受益者負担金一括納付報奨金

51 手数料 2,385 鑑定手数料他

目 節 金額 備        考

地盤変動影響事前事後調査業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

款 項

-55-



(単位：千円)

80 雑費 50

 2
流域下水道建設負
担金

48,286

34

流域下水道建設負担
金

48,286

 2 固定資産購入費 935

 1
有形固定資産購入
費

935

59 工具・器具及び備品 935

 3 企業債償還金 384,926

 1
建設企業債元金償
還金

328,855

69

建設企業債元金償還
金

328,855

 2
流域下水道事業債
元金償還金

56,071

70

流域下水道事業債元
金償還金

56,071

 4
融資あっせん預託
金

1,000

 1
融資あっせん預託
金

1,000

74 融資あっせん預託金 1,000

財政融資資金20件
地方公共団体金融機構資金55件
銀行等引受資金5件

財政融資資金7件
地方公共団体金融機構資金19件

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

款 項 目 節 金額 備        考

受益者負担金過誤納還付金及び加算金

-56-



(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

79,859

 1 建設改良費 19,096

 1 管路建設改良費 6,327

23 工事請負費 6,327 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 12,769

23 工事請負費 12,769 処理場機械設備更新工事

 2 企業債償還金 60,162

 1
建設企業債元金償
還金

56,642

69

建設企業債元金償還
金

56,642

 2
その他の企業債元
金償還金

3,520

71

その他企業債元金償
還金

3,520 銀行等引受資金1件

 3 基金積立金 1

 1 基金積立金 1

 1 基金積立金 1

節 金額 備        考

財政融資資金14件
地方公共団体金融機構資金27件

款 項 目
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(単位：千円)

 4
融資あっせん預託
金

600

 1
融資あっせん預託
金

600

74 融資あっせん預託金 600

2,100,545

目 節 金額 備        考

資本的支出合計

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

款 項
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